
（款）　 （項）　5保健衛生費 （目）　15健康管理費

◎保健の経費

【総合計画上の位置づけ】

健康福祉：すべての市民が健康で安心して生活を送ることのできる環境が整っているまち

【事業の目的】
対象

意図

効果

【事業の内容】
(1)

・

【事業費】

主な支出内訳
・ 母子保健事業

　母親教室及び育児講座講師等謝礼 240
3,783
580

48,034
　妊婦健診委託料（追加２回分　延べ2,216件） 12,518
　助産師派遣業務委託料 2,141
　乳児健診（４か月児、お誕生前）委託料 18,043
　乳幼児精密健診委託料 32
　1歳６か月児健診委託料 3,999
　3歳児健診委託料 5,292
　２歳児歯科健診委託料 644
　健康診査等滅菌配送業務委託料 473
　親子ふれあいセミナー委託料 303
　妊婦・乳幼児健診補助金（指定医療機関外受診分） 1,509

主な特定財源
・ 国県支出金 6,268

　妊婦健診委託料（既実施５回分延べ6,850件）

　母子保健指導嘱託員等報酬　３４人 7,697

　妊産婦・新生児訪問指導謝礼
　未熟児訪問指導謝礼

不用額
117,394 117,395 110,017 7,378

当初予算額 予算現額 支出済額 翌年度繰越額

（単位：千円）

こどもが健全に成長発達すると共に、家族にとって子育てが大切な人生経験となるようにす
る。

母子健康手帳・すくすく手帳の交付、妊婦健診、乳児健診（４か月児、お誕生前）、１歳６か月
児健診、２歳児歯科健診、３歳児健診、母親教室・育児講座等、乳幼児健康相談、家庭訪問
等を行った。

母子保健事業

20衛生費

母子保健事業 【 市民健康課 】

健やかで心豊かに暮らせるまち

こどもの健全育成と、子育て家族の健康の増進のため。

妊産婦・乳幼児等



妊婦健康診査
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幼児健康診査
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乳幼児精密健康診査

人

区　　　分 受診者数
乳幼児精密健康診査 16

3歳児健康診査 1,122
計 3,184

１歳6か月児健康診査 1,179
２歳児歯科健康診査 883

計 2,383

区　　　分 受診者数

４か月児健康診査 1,180
お誕生前健康診査 1,203

計 9,066

区　　　分 受診者数

６回目 1,197
７回目 1,019

５回目（血液検査有） 752
　　　　（血液検査無） 546

４回目（血液検査有） 633
　　　　（血液検査無） 731

３回目（血液検査有） 623
　　　　（血液検査無） 792

２回目（血液検査有） 518
　　　　（血液検査無） 952

区　　　分 受診者数
1回目 1,303



事務事業

№/名　称
事務事業 106 母子保健事業

単　　　位 　

主管課 市民健康課 関連課 　こども相談課

分野名 健康福祉

目標
（目標値）
人口等の データ区分

データ 人　　　口
世　帯　数

運営資源 決算値

状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費

協　働　の
パートナー

事務事業
運営経費

市民１人当
りの経費

対象者１人
当りの経費

　２０年度事務事業の変更点（新規・廃止・縮小した個別事業）/事業仕分けの視点による妥当性の評価

変更額（千円） 妥当性※

④ ※妥当性の評価

④ ① 必要性なし

② 民間

③ 国・県

④ 現行どおり(鎌倉市)

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 1274 1273 1280

実績値 739 1062

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 83.3 83.3 83.3

実績値 81.3 81.2

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 5 7 15

実績値 5 7

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

　　評価　　◎：目標を達成　　○：目標に向かって前進している　　△：横ばい　　×：後退している

　ベンチマーク（県内外自治体や民間団体との比較値）

団体名 平塚市 小田原市 茅ヶ崎市 逗子市 三浦市 秦野市 厚木市
3歳のう歯の　 78.9 72.3 91.4 81.0 74.4 80.0 76.8
ない児の率

海老名市 座間市 南足柄市 綾瀬市
79.3 81.0 77.1 71.9

平成21年度事務事業評価シート

22年度

22年度

15

指　　標

22年度 最終年度（　　年度）

備　　考

最終年度（　　年度）

15

1285

大和市
79.2

伊勢原市
85.3

79,721千円

3,547千円 

医療機関 医療機関

1300

83.3

130,402千円総事業費

1,016円 867円 745円

－ －

最終年度（　　年度）

医療機関

61,000千円 

61,000千円

22年度 最終年度（  年度）

83.3

0千円

○

0千円 0千円

69,402千円
7.4人

妊婦健康診査の受診回数増

7.4人 7.4人

健福-40 母子保健事業

・各年4月1日

77,430世帯 76,536世帯 75,611世帯

母性並びに乳幼児の健康の保持及び増進と育児支援の充実

　

■サービス部門

□支　援　部 門

ザイムス
コード及び
個別事業
名

△

176,484人

評価

評価

評価

3歳のう歯のない児の増
加（％）

指　　標

産婦・新生児等訪問
(件）(H20年度出生連絡票数)

２０年度

事業の変更点・変更理由

指　　標

１９年度 １８年度

175,902人 175,051人

0千円 6,268千円 

訪問予定件数増

妊婦健康診査の受診回
数の増加

指　　標

△

評価

個別事業名

産婦・新生児・乳児訪問指導　　

妊婦健康診査

69,304千円

179,321千円 152,422千円

69,154千円

110,017千円 83,268千円 

103,749千円



A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

担当部名 部長名

創意・工夫・
課題等改善
状況

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

平成21年度事務事業評価シート

二次評価（部長評価）

今後の方向性

担当課長氏名： 市民健康課長　相川　誉夫

・常勤保健師及び非常勤保健師の確保。
･健診等業務容を検討し、業務の効率化を図る。

・幼児健診・育児教室等の限られた時間で、個別の相談・育児支援を必要とされている。
・産婦・新生児・乳児訪問指導の件数増を図るため、訪問助産師の人員確保が必要。
・健診等常設会場の確保ができないため、毎回、身長・体重計、診察用器具類一式、おも
ちゃ、絵本、ゴザ、書類、パンフレット類を準備して運んでいる状況。

（20年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

（20年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

・受付等に事務補助職員を配置し、専門職による相談の充実を図った。
・公募等により訪問助産師の人員増を図った。
・1歳6か月児健診を月2回から3回にすることで、受診の機会を増やし、混雑を緩和できた。
・こども相談課や発達支援室の連携を図ることで、迅速に支援体制がとれた。
・妊婦健康診査の受診回数を4回から７回に増やした。

課題・問題点

未解決の課
題・問題点

今後の方針
（対応・改善）

創意・工夫・課
題等の改善点
20年度の成果

B

・健診等常設会場の確保。
・常勤保健師2名及び非常勤保健師1名の欠員。
・業務量増加に対する事業の見直し。

健康福祉部 石井　和子

一次評価（課長評価）

B

今後の方向性
・こどもみらい部との連携及び事業体制のあり方の検討が必要である。

・母子保健業務の見直し、検討を行い、業務体制を見直して効率化を図る必要がある。


